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事 務 連 絡 

令和２年 11 月 18 日 

関係室課・出先機関 御中 

環境保全課 

土壌汚染対策法に基づく届出等の義務に係る注意喚起について 

このことについて、環境省から別添のとおり事務連絡がありましたので、お知らせいた

します。 

土壌汚染対策法では、土地の形質変更（掘削、盛土等）の面積が 3,000 ㎡以上（有害物

質使用特定施設のある工場、事業場では 900㎡以上）となる場合には、着工の 30日前まで

に同法第４条第１項の規定による届出を行う必要がありますが、この度、他県の公共工事

で、届出が行われずに着工した不適切な事例が複数判明しました。 

つきましては、土壌汚染対策法に基づく届出の概要について改めてお知らせするととも

に、貴課において土地の掘削、盛土等を伴う公共工事を発注される際には、土地の形質変

更面積をご確認の上、必要な場合には、法第４条第１項に規定する届出を確実に行われる

ようお願いいたします。 

【事務担当】指導係 武藤（内線 2723） 
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事 務 連 絡

令和２年 11 月 10 日 

都道府県・政令市土壌環境保全部局担当者殿

環境省水・大気環境局土壌環境課 

土壌汚染対策法に基づく届出等の義務について（再注意喚起） 

日頃から、土壌環境行政の推進につきまして、種々御配意を賜り、感謝申し

上げます。 

さて、土壌汚染対策法（平成 14 年法律第 53 号。以下「法」という。）につい

ては、「土壌汚染対策法の一部を改正する法律による改正後の土壌汚染対策法の

施行について」（平成 31 年３月１日付け環水大土発第 1903015 号環境省水・大

気環境局長通知）等において、厳正かつ実効性のある施行について、同通知等

に示された事項に十分御留意の上、格段の御協力をお願いしているところです。 

また、平成 31 年４月には、自治体が実施する公共事業のうち、相当数の事業

において、法第４条第１項に基づく届出が行われないまま着工した事案があっ

た旨の報告があったことを受け、同月、当課より貴自治体あて事務連絡「土壌

汚染対策法に基づく届出等の義務について（注意喚起）」を発出し、公共事業を

含めて、法に基づく届出が適切にされるよう、注意喚起を行ったところです。 

今般、昨年４月に報告があった自治体とは別の自治体が発注した複数の公共

工事において、法第４条第１項に基づく届出を行わないまま着工したとして、

当該自治体の工事を担当した複数の職員が土壌汚染対策法違反の疑いで書類送

検されたことを受け、届出の義務に関する再度の注意喚起と、関連部局への周

知の徹底をお願いするものです。 

法第４条第１項に基づく届出をせず、又は虚偽の届出をして、土地の形質の

変更をした者に対しては罰則（３月以下の懲役又は 30 万円以下の罰金）が設け

られており、公共工事において届出が適切に行われなかった場合、自治体職員

が刑事罰に問われる可能性があります。 

各都道府県・政令市におかれましては、改めて公共事業を含めて、法の厳正

かつ実効性のある施行がなされるよう、土木建築、農林等の土地の形質の変更

を伴う事業を実施する担当部局及び各都道府県においては管下市町村等に対し

て、周知を徹底するとともに、引き続き、都市計画法（昭和 43 年法律第 100 号）

に基づく開発許可担当部局、宅地造成等規制法（昭和 36 年法律第 191 号）に基

づく工事許可担当部局等との緊密な連携に努めるようお願いいたします。また、

必要に応じて、説明会を実施するなど、幅広い周知を行うようお願いいたしま

す。 

【連絡先】

環境省水・大気環境局土壌環境課

担当：山田・田村・大澤

電話：03-5521-8338（内線 6592） 
FAX：03-3501-2717 
E-mail：mizu-dojo@env.go.jp 1 - 3 - 243



● 土壌汚染対策法の一部を改正する法律による改正後の土壌汚染対策法の

施行について（平成 31 年３月１日付け環水大土発第 1903015 号環境省水・

大気環境局長通知） （ｐ.32,33 より抜粋） 

土壌汚染対策法の一部を改正する法律（平成 29 年法律第 33 号。以下「改正法」とい

う。）は平成 29 年５月 19 日に公布され、改正法第１条については、平成 30 年４月１日

から施行され（土壌汚染対策法の一部を改正する法律の一部の施行期日を定める政令（平

成 29 年政令第 268 号））、改正法第２条については、平成 31 年４月１日から施行される

（土壌汚染対策法の一部を改正する法律の施行期日を定める政令（平成 30 年政令第 282

号））。 

（略） 

貴職におかれては、改正法による改正後の土壌汚染対策法（平成 14 年法律第 53 号。

以下「法」という。）の厳正かつ実効性のある施行について、下記の事項に十分御留意の

上、格段の御協力をお願いするとともに、貴管下市町村にも必要に応じ周知方お願いし

たい。 

（略） 

第１・第２ （略） 

第３ 土壌汚染状況調査 

１ （略） 

２．土壌汚染のおそれがある土地の形質の変更が行われる場合の調査 

(1) 趣旨

土地の形質の変更は、施行時の基準不適合土壌の飛散、基準不適合土壌が帯水層

に接することによる地下水汚染の発生、掘削された基準不適合土壌の運搬等による

汚染の拡散のリスクを伴うものである。このため、一定規模以上の土地の形質の変

更を行う者に対し、その旨を事前に届け出させるとともに、都道府県知事は、当該

土地において土壌汚染のおそれがある場合には、土地の所有者等に対し、土壌汚染

状況調査の実施及びその結果の報告を命ずることができることとしている（法第４

条）。 

(2) 土地の形質の変更の届出

環境省令で定める規模以上の土地の形質の変更をしようとする者は、着手日の 30

日前までに、当該形質の変更をしようとする土地の所在地等を都道府県知事に届け

出なければならない（法第４条第１項）。この環境省令で定める規模は、3,000 平方

メートルとしている。ただし、法第３条第１項ただし書の確認を受けた土地と同様

に（１(4)⑤参照）、現に有害物質使用特定施設が設置されている工場又は事業場の

敷地等については、900 平方メートルとすることとした（規則第 22条）。 

① 届出義務の対象となる土地の形質の変更

（中略）

当該届出は、②の届出義務者が自らその義務の発生を自覚し、行うべきもので

あることはもちろんであるが、都市計画法（昭和 43 年法律第 100 号）に基づく

参考資料 
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開発許可担当部局、宅地造成等規制法（昭和 36 年法律第 191 号）に基づく工事

許可担当部局等が情報を有している場合があることから、必要に応じ、これらの

部局との連携をとり、当該届出義務の履行の確保を図るよう努めることとされた

い。（以下略） 

ア．～イ． （略）

② 届出義務者

当該届出の義務を負う者は、「土地の形質の変更をしようとする者」であり、

具体的には、その施行に関する計画の内容を決定する者である。土地の所有者等

とその土地を借りて開発行為等を行う開発業者等の関係では、開発業者等が該当

する。また、工事の請負の発注者と受注者の関係では、その施行に関する計画の

内容を決定する責任をどちらが有しているかで異なるが、一般的には発注者が該

当するものと考えられる。 

③～④ （略）

(3)～(7) （略） 

● 土壌汚染対策法（平成 14 年法律第 53 号） （抄）

（土壌汚染のおそれがある土地の形質の変更が行われる場合の調査）

第４条 土地の形質の変更であって、その対象となる土地の面積が環境省令で定める規模

以上のものをしようとする者は、当該土地の形質の変更に着手する日の30日前までに、

環境省令で定めるところにより、当該土地の形質の変更の場所及び着手予定日その他環

境省令で定める事項を都道府県知事に届け出なければならない。ただし、次に掲げる行

為については、この限りでない。 

一 前条第１項ただし書の確認に係る土地についての土地の形質の変更 

二 軽易な行為その他の行為であって、環境省令で定めるもの 

三 非常災害のために必要な応急措置として行う行為 

２～３ （略） 

（罰則） 

第66条 次の各号のいずれかに該当する者は、３月以下の懲役又は30万円以下の罰金に処

する。 

一 （略） 

二 第４条第１項又は第12条第１項の規定に違反して、届出をしないで、又は虚偽の届

出をして、土地の形質の変更をした者 

三～十一 （略） 

● 土壌汚染対策法施行規則（平成 14 年環境省令第 29 号）（抄）

（法第４条第１項の土地の形質の変更の届出の対象となる土地の規模） 
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第22条 法第４条第１項の環境省令で定める規模は、3，000 平方メートルとする。ただし、

現に有害物質使用特定施設が設置されている工場若しくは事業場の敷地又は法第３条第

１項本文に規定する使用が廃止された有害物質使用特定施設に係る工場若しくは事業場

の敷地（同項本文の報告をした工場若しくは事業場の敷地又は同項ただし書の確認を受

けた土地を除く。）の土地の形質の変更にあっては、900 平方メートルとする。 

（法第４条第１項の土地の形質の変更の届出） 

第23条 法第４条第１項の届出は、様式第６による届出書を提出して行うものとする。 

２ 前項の届出書には、次に掲げる図面及び書類を添付しなければならない。 

一 土地の形質の変更をしようとする場所を明らかにした平面図、立面図及び断面図 

二 土地の形質の変更をしようとする者が当該土地の所有者等でない場合にあっては、

当該土地の所有者等の当該土地の形質の変更の実施についての同意書 

第24条 法第４条第１項の環境省令で定める事項は、次のとおりとする。 

一 氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

二 土地の形質の変更の対象となる土地の所在地 

三 土地の形質の変更の対象となる土地の面積及び当該土地の形質の変更に係る部分の

深さ 

四 現に有害物質使用特定施設が設置されている工場若しくは事業場の敷地又は法第３

条第１項本文に規定する使用が廃止された有害物質使用特定施設に係る工場若しくは

事業場の敷地（同条第１項本文の報告をした工場若しくは事業場の敷地又は同項ただ

し書の確認を受けた土地を除く。）にあっては、当該工場若しくは事業場の名称、当

該有害物質使用特定施設の種類及び設置場所並びに当該有害物質使用特定施設におい

て製造され、使用され、又は処理されていた特定有害物質の種類 

（法第４条第１項の土地の形質の変更の届出を要しない行為） 

第25条 法第４条第１項第２号の環境省令で定める行為は、次に掲げる行為とする。 

一 次のいずれにも該当しない行為 

イ 土壌を当該土地の形質の変更の対象となる土地の区域外へ搬出すること。

ロ 土壌の飛散又は流出を伴う土地の形質の変更を行うこと。

ハ 土地の形質の変更に係る部分の深さが50センチメートル以上であること。

二～五 （略） 
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一定規模以上の土地の形質の変更時の届出 

富山県生活環境文化部環境保全課 

土壌汚染対策法の一部を改正する法律が平成 31 年４月１日から全面施行され、土地の形質の

変更を行う際に知事（富山市の区域においては富山市長）への届出が必要となる規模要件は、こ

れまでは 3,000ｍ2 以上であったが（下記Ｃ）、今後は次のＡ、Ｂに該当する場合は 900 ㎡以上

であっても届出が必要となりました。 

１ 届出義務の対象となる土地の形質の変更 

Ａ：法第３条第１項ただし書の確認を受け調査義務が一時的に免除されている土地の形質の変

更を行おうとする場合（900 平方メートル以上）《法第３条第７項》[平成 31 年４月１日施行] 

Ｂ：Ａ以外の土地であって、現に有害物質使用特定施設が設置されている工場・事業場の敷地

又は使用が廃止された有害物質使用特定施設に係る工場・事業場の敷地において土地の形質

変更を行おうとする場合（900 平方メートル以上）《法第４条第１項・規則第 22 条》 

[平成 31 年４月１日施行] 

Ｃ：Ａ、Ｂ以外の土地において、3,000 平方メートル以上の土地の形質変更を行う場合《法第

４条第１項》 

届出の対象となる「土地の形質の変更」とは、土地の形状を変更する行為全般をいい、土壌汚

染状況調査の機会をできる限り広く捉えようとする法の趣旨を踏まえ、いわゆる掘削と盛土の別

を問わず、土地の形質の変更の部分の面積が一定規模以上（Ａ,Ｂの場合は900㎡以上、Ｃの場

合は3,000㎡以上。以下同じ。）であれば、下記の届出を要しない行為を除き、届出が必要です。 

また、１つの事業計画において、複数の敷地で土地の形質変更を行う場合は、個別の行為の時

間的近接性、実施主体等を総合的に判断した上で、当該個別の土地の形質の変更部分の面積を合

計して一定規模以上となる場合には、まとめて一つの土地の形質の変更の行為とみて、当該届出

の対象となり得ますので、事前にご相談ください。 

【届出を要しない行為】（規則、通知より） 

《Ａ Ｂ Ｃ共通》 

① 次のいずれにも該当しない行為

イ 土壌を当該土地の形質の変更の対象となる土地の区域外へ搬出すること。

ロ 土壌の飛散又は流出を伴う土地の形質の変更を行うこと。

ハ 土地の形質の変更に係る部分の深さが50cm 以上であること。

② 鉱山関係の土地（鉱山保安法に規定する鉱山）において行われる形質変更

③ 非常災害のために必要な応急措置として行う行為

④ 変更の内容が盛土のみである場合

《以下、Ｂ,Ｃのみ》

⑤ 農業を営むために通常行われる行為（耕起、収穫等）であって、①イに該当しないもの。 

⑥ 林業の用に供する作業路網の整備であって、①イに該当しないもの。

⑦ 基準不適合土壌が存在するおそれがない等として知事が指定した土地において行われる

土地の形質変更

（ 別 紙 ） 
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２ 届出者 

Ａの場合： 

届出者は「法第３条第１項ただし書の確認を受けた土地の所有者等」となります。 

Ｂ Ｃの場合： 

届出者は「土地の形質の変更をしようとする者」となります。 

具体的には、その施行に関する計画の内容を決定する者になり、土地の所有者等とその土地を

借りて開発行為等を行う開発業者等の関係では、開発業者等が該当します。また、工事の請負の

発注者と受注者の関係では、その施行に関する計画の内容を決定する責任をどちらが有している

かで異なりますが、一般的には発注者が該当すると考えられます。 

３ 届出の際の添付図面及び書類 

届出の際には、所定の届出様式（様式第六）に添えて、次の図面や書類を添付する必要があり

ます。 

なお、用紙の大きさは、指定様式はＡ４、添付図面等は可能な限りＡ４としますが、Ａ４に収

まらないものは折りたたみＡ４となるようにしてください。 

提出部数は１部です。 

【添付書類】 

① 土地の形質の変更をしようとする場所を明らかにした平面図、立面図及び断面図《Ａ 

Ｂ Ｃ共通》 

土地の形質の変更が行われる範囲を明示した図面であり、掘削部分と盛土部分が区別し

て表示されているもの。 

② 土地の形質の変更をしようとする者が当該土地の所有者等でない場合にあっては、当該

土地の所有者等の当該土地の形質の変更の実施についての同意書《 Ｂ Ｃの場合のみ》 

届出者が当該土地の所有者でない場合や所有者であっても届出者の他にも土地所有者

がいる場合は、土地所有者全員の同意書が必要です。同意書の様式は自由であり、また、

土地所有者との工事請負契約書や土地賃貸契約書の写しなどでも構いません。 

③ 当該土地の所有者を証する書類《 Ｂ Ｃの場合のみ》 

登記事項証明書及び公図の写しなど形質の変更の実施にかかる土地の所有者がわかる

書類。 

④ 当該土地の利用履歴等に関する書類《Ａ Ｂ Ｃ共通》

土地の利用履歴や使用等された特定有害物質の有無について、把握できる情報を添付し

てください。 

様式は自由であり、地権者からの聞き取り情報や過去の地図、航空写真など土地の利用

履歴がわかる情報をできるだけ多く収集してください。 

⑤ その他《Ａ Ｂ Ｃ共通》 

付近見取図など届出の参考となる資料を添付してください。 
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４ 届出時期 

Ａ ： 土地の形質の変更をする前にあらかじめ届け出ることが必要です。この場合、届出の

後に行う調査や行政手続き等に相当の期間を要することを想定して、土地の形質の変更の

予定日より充分前に届出を行ってください。 
 

Ｂ、Ｃ ：土地の形質の変更に着手する日の30日前までに届け出ることが必要です。 

なお、着手する日とは、土地の形質の変更そのものに着手する日をいい、契約事務や

設計等の準備行為を含みません。 

 

５ 届出先及び届出部数（富山市の区域を除く。） 

 ① 届 出 先 〒930-0005 富山市新桜町５番３号（第２富山電気ビルディング８階） 

 富山県庁環境保全課指導係 

TEL 076-444-3144 FAX 076-444-3481 

なお、届出書の提出にあたっては、郵送せずに上記へ直接持参してくださるよう 

お願いします。 

② 届出部数  １部（なお、別に控えを作成し、保管しておいてください。） 

なお、富山市の区域については、富山市環境保全課に提出していただく必要があります。 

届出の際に必要な添付書類や部数については、富山市にご確認ください。 

 （富山市環境保全課  富山市新桜町7-38 TEL 076-443-2086） 

 

６ 調査命令 

Ａの場合： 

 法では、知事がＡの届出を受けた場合、当該土地の土壌の特定有害物質による汚染の状況に

ついて、当該土地の所有者等に対し、指定調査機関により調査させてその結果を報告すべき旨

を命ずることが定められています※。 

 

Ｂ、Ｃの場合： 

法では、知事がＢ、Ｃの届出を受けた場合、その土地が特定有害物質によって汚染されてい

るおそれがあるものとして環境省令で定める基準に該当すると認めるときは、その土地の所有

者等に対し、土壌汚染状況調査の実施及び結果を報告すべきことを命ずることができる旨が定

められています※。 

 

※別図届出フローを参照ください。 
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一定の規模以上の土地の形質の変更時の届出フロー 《Ａ》 

 

 

 

 

 

 

土地の形質の変更を計画 

（盛土、掘削など） 

あらかじめ 

知事に届出 

知事が土地所有者等に 

対し、調査命令を発出 

土地所有者等が調査を

実施し、結果を報告 

○届出が不要なもの 

 （法３条７項、規則 21条の４及び施行通知） 
①対象となる土地の面積が900㎡未満の土地の形質の変更 

②対象となる土地の面積が900㎡以上の土地の形質の変更で

あって、次のいずれにも該当しない行為 

ア 土壌を当該土地の形質の変更の対象となる土地の区

域外へ搬出すること 

イ 土壌の飛散又は流出を行う土地の形質変更を行うこ

と 

ウ 土地の形質の変更に係る部分の深さが50cm以上であ

ること 

③鉱山関係の土地（鉱山保安法に規定する鉱山）において行

われる形質変更 

④非常災害のために必要な応急措置として行う行為  

⑤変更の内容が盛土のみの場合 

別図 

【土壌汚染対策法第３条第７項】 

（法第３条）第１項ただし書の確認に係る土地の所有者等は、当該確認に係る土地について、土地の掘削

その他の土地の形質の変更（以下「土地の形質の変更」という。）をし、又はさせるときは、あらかじめ、

環境省令で定めるところにより、当該土地の形質の変更の場所及び着手予定日その他環境省令で定める事

項を都道府県知事に届け出なければならない。 

 

法第３条第１項ただし書の確認を受け調査義務

が一時的に免除されている土地の形質の変更

で、形質の変更面積が 900ｍ2以上【Ａ】 

届出の後に行う調査や行政手続き等に相当の期間を要す

ることを想定して、土地の形質の変更の予定日より充分

前に届出を行ってください。 
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一定の規模以上の土地の形質の変更時の届出フロー 《Ｂ、Ｃ》 

 

 

 

 

 

 

土地の形質の変更を計画 

（盛土、掘削など） 

着手 30日前までに 

知事に届出 

知事が土地所有者等に 

対し、調査命令を発出 

土地所有者等が調査を 

実施し、結果を報告 

○汚染のおそれを判断する土地基準 

（施行規則第 26条） 

○届出が不要なもの 

 （法４条第１項、規則 25条及び施行通知） 

土壌汚染のおそれの 

基準該当性を判断 

右の土地基準に 

該当する場合 

別図 

【土壌汚染対策法第４条第１項】 

土地の掘削その他の土地の形質の変更（以下「土地の形質の変更」という）であって、その対象となる土

地の面積が環境省令で定める規模以上のものをしようとする者は、当該土地の形質の変更に着手する日の

30 日前までに、環境省令で定めるところにより、当該土地の形質の変更の場所及び着手予定日その他環境

省令で定める事項を都道府県知事に届けなければならない。 

・現に有害物質使用特定施設が設置されている工場・事

業場の敷地等で、形質の変更面積が 900ｍ2以上【Ｂ】 

右の土地基準に 

該当しない場合 

形質変更の実施 

・（Ｂ以外）形質の変更面積が 3,000ｍ2以上【Ｃ】 
 ※ 法第３条第１項ただし書の確認を受け調査義務が一時的に免除さ

れている土地の形質の変更である場合は、法第３条第７項の届出

（Ａ）となる。 

① 特定有害物質による汚染が土壌溶出量基

準及び土壌含有量基準に適合しないことが

明らかである土地  

② 特定有害物質が埋められ、飛散し、流出し、

地下に浸透していた土地  

③ 特定有害物質を製造・使用・処理していた

土地  

④ 特定有害物質又は特定有害物質を含む個

体若しくは液体を貯蔵・保管する施設に係る

工場又は事業場の敷地である（であった） 

土地 

⑤ ②～④の土地と同等程度に土壌の汚染状

況が基準に適合しないおそれがある土地 

①次のいずれにも該当しない行為 

イ土壌を当該土地の形質の変更の対象となる土地の区域

外へ搬出すること。 

ロ土壌の飛散又は流出を伴う土地の形質の変更を行うこ

と。 

ハ土地の形質の変更に係る部分の深さが50cm 以上である

こと。 

②農業を営むために通常行われる行為（耕起、収穫等）であ

って、①イに該当しないもの。 

③林業の作業路網の整備であって、①イに該当しないもの。 

④鉱山関係の土地（鉱山保安法に規定する鉱山）において行

われる形質変更 

⑤基準不適合土壌が存在するおそれがない等として知事が

指定した土地において行われる土地の形質変更 

⑥非常災害のために必要な応急措置として行う行為  

⑦変更の内容が盛土のみの場合 
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様式第六（第二十一条の二第一項、第二十三条第一項関係） 

 

一定の規模以上の土地の形質の変更届出書 

 

年   月   日 

富山県知事  殿 

 

 

土壌汚染対対策法
第３条第７項

第４条第１項
の規定により、一定の規模以上の土地の形質の変更について、

次のとおり届け出ます。 

 
土地の形質の変更の対象となる土地の

所在地 
 

 

土地の形質の変更の場所  

土地の形質の変更の対象となる土地の

面積及び当該土地の形質の変更に係る

部分の深さ 

 

土地の形質の変更の着手予定日  

法第３条第１項の

ただし書の確認を

受けた土地におい

て法第３条第７項

の規定による土地

の形質の変更をす

る場合 

工場又は事業場の

名称 
 

工場又は事業場の

敷地であった土地

の所在地 

 

現に有害物質使用

特定施設等が設置

されている工場又

は事業場の敷地に

おいて法第４条第

１項の規定による

土地の形質の変更

をする場合 

有害物質使用特定

施設が設置されて

いる工場又は事業

場の名称 

 

有害物質使用特定

施設の種類 
 

有害物質使用特定

施設の設置場所 
 

特定有害物質の種

類 
 

 

備考 この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 

 

 

 

 

 

氏名又は名称及び住所並びに法人 
にあっては、その代表者の氏名 

 届出者 
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様式第六（第二十一条の二第一項、第二十三条第一項関係） 

 

一定の規模以上の土地の形質の変更届出書 

 

年   月   日 

富山県知事  殿 

 

届出者                印 

 

 

土壌汚染対対策法
第３条第７項

第４条第１項
の規定により、一定の規模以上の土地の形質の変更について、

次のとおり届け出ます。 

 
土地の形質の変更の対象となる土地の

所在地 

○○市○○町○丁目 

○番○、△番△、□番□･･･ 

 

土地の形質の変更の場所 別図○のとおり 

土地の形質の変更の対象となる土地の

面積及び当該土地の形質の変更に係る

部分の深さ 

○○，○○○ｍ２ 

  うち 掘削 ○，○○○ｍ２ 

     盛土 ○，○○○ｍ２ 

別図○のとおり 

土地の形質の変更の着手予定日 

 

○○年○○月○○日 

法第３条第１項の
ただし書の確認を
受けた土地におい
て法第３条第７項
の規定による土地
の形質の変更をす
る場合 

工場又は事業場の
名称 ○○株式会社○○工場 

工場又は事業場の
敷地であった土地
の所在地 

○○市○○町○丁目 

○番○、△番△、□番□･･･ 

現に有害物質使用
特定施設等が設置
されている工場又
は事業場の敷地に
おいて法第４条第
１項の規定による
土地の形質の変更
をする場合 

有害物質使用特定
施設が設置されて
いる工場又は事業
場の名称 

 

有害物質使用特定
施設の種類  

有害物質使用特定
施設の設置場所  

特定有害物質の種
類  

 

備考 この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 

 

富山県○○市○○町○丁目○番○号 

○○○○株式会社 

代表取締役 ○○ ○○  

記 入 例《Ａ》 

届出の後に行う調査や行政手続きに
相当の期間を要すること等を想定し
て、土地の形質の変更の予定日より
充分前に届出を行ってください。 土地の形質の変更を行う土地の所在地

（地番）を記入してください。 

地番が複数の筆にわたる場合は、省略せ

ずに全ての地番を記入してください。 
 
なお、地番が多すぎてこの欄に記入でき

ない場合、下の例のように書き、別紙と

して全ての地番を記入した一覧表を添

付してください。 

例「○○市○○町○丁目○番○ 外○筆」 

添付書類の「土地の形質の変更をしよ

うとする場所を明らかにした平面図、

立面図、断面図」（図面に番号を付け

てください。） 

最初に土地の形質の変更を行う日を 

記入してください。 

土地の形質の変更を行う部分の面積を記入

してください。また、掘削及び盛土部分の

面積を内数として明記してください。 

法第３条第１項のただし書の確認を受けた土地

の所在地（地番）を記入してください。 

地番が複数の筆にわたる場合は、省略せずに全

ての地番を記入してください。 
 
なお、地番が多すぎてこの欄に記入できない場

合、下の例のように書き、別紙として全ての地

番を記入した一覧表を添付してください。 

 

例 ○○市○○町○丁目○番○ 他○筆 
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様式第六（第二十一条の二第一項、第二十三条第一項関係） 

 

一定の規模以上の土地の形質の変更届出書 

 

年   月   日 

富山県知事  殿 

 

届出者                印 

 

 

土壌汚染対対策法
第３条第７項

第４条第１項
の規定により、一定の規模以上の土地の形質の変更について、

次のとおり届け出ます。 

 
土地の形質の変更の対象となる土地の

所在地 

○○市○○町○丁目 

○番○、△番△、□番□･･･ 

 

土地の形質の変更の場所 別図○のとおり 

土地の形質の変更の対象となる土地の

面積及び当該土地の形質の変更に係る

部分の深さ 

○○，○○○ｍ２ 

  うち 掘削 ○，○○○ｍ２ 

     盛土 ○，○○○ｍ２ 

別図○のとおり 

土地の形質の変更の着手予定日 

 

○○年○○月○○日 

法第３条第１項の
ただし書の確認を
受けた土地におい
て法第３条第７項
の規定による土地
の形質の変更をす
る場合 

工場又は事業場の
名称  

工場又は事業場の
敷地であった土地
の所在地 

 

現に有害物質使用
特定施設等が設置
されている工場又
は事業場の敷地に
おいて法第４条第
１項の規定による
土地の形質の変更
をする場合 

有害物質使用特定
施設が設置されて
いる工場又は事業
場の名称 

○○株式会社○○工場 

有害物質使用特定
施設の種類 

65号 酸又はアルカリによる表面処理施設 

66号 電気めっき施設 

有害物質使用特定
施設の設置場所 別図○のとおり 

特定有害物質の種
類 

シアン化合物 

六価クロム化合物 

ふっ素及びその化合物 

 

備考 この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 

 

富山県○○市○○町○丁目○番○号 

○○○○株式会社 

代表取締役 ○○ ○○  

記 入 例《Ｂ、Ｃ》 

提出日を記入してください。 
着手予定日の３０日前まで
に届出が必要です。 

土地の形質の変更を行う土地の所在地

（地番）を記入してください。 

地番が複数の筆にわたる場合は、省略せ

ずに全ての地番を記入してください。 
 
なお、地番が多すぎてこの欄に記入でき

ない場合、下の例のように書き、別紙と

して全ての地番を記入した一覧表を添

付してください。 

例「○○市○○町○丁目○番○ 外○筆」 

添付書類の「土地の形質の変更をしよ

うとする場所を明らかにした平面図、

立面図、断面図」（図面に番号を付け

てください。） 

最初に土地の形質の変更を行う日を 

記入してください。 

土地の形質の変更を行う部分の面積を記入

してください。また、掘削及び盛土部分の

面積を内数として明記してください。 

貴事業所に設置されている水質汚濁

防止法特定施設（有害物質を使用し

ているものに限る。）、その施設にお

いて使用されている特定有害物質の

種類を記入してください。 

貴事業所に設置されている水質汚濁

防止法特定施設（有害物質を使用し

ているものに限る。）、その施設にお

いて使用されている特定有害物質の

種類を記入してください。 
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省略
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03-5253-8111

( R . . R . . )
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事  務  連  絡 

令和５年５月 16 日 

 

部内出先機関の長 殿 

 

 建設技術企画課長  

 

 

資源有効利用促進法省令の改正及びストックヤード運営事業者登録 

規程について 

 

 このことについて、北陸地方建設副産物対策連絡協議会より別添のとおり送

付があり、各種通知に伴う留意事項について別紙１のとおりまとめましたので

通知いたします。 

 資源有効利用促進法省令の改正に伴い、元請事業者等は土壌汚染対策法に基

づく発注者が行った手続きの状況等について確認し、その結果を現場に掲示す

ることになります。 

 ついては、受発注者間の意思疎通及び必要となる手続きの確認を目的とし、

特記仕様書に記載することといたしますので、別紙２の記載例を参考とし、適

切に運用いただきますようお願いいたします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（事務担当 技術指導係） 
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別　添

関連資料・・・①
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515086
テキストボックス

515086
タイプライターテキスト
省略



関連資料・・・②
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515086
タイプライターテキスト
省略



関連資料・・・③

1 - 3 - 267

515086
タイプライターテキスト
省略



関連資料・・・④
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515086
タイプライターテキスト
省略



関連資料・・・⑤
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515086
タイプライターテキスト
省略



関連資料・・・⑥
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515086
タイプライターテキスト
省略



 

事  務  連  絡 
令和 5 年 4 月７日 

 
北陸地方建設副産物対策連絡協議会 

ご担当者各位 

 
北陸地方建設副産物対策連絡協議会 事務局長 

 北陸地方整備局 企画部 技術管理課長 
 
 

資源有効利用促進法省令の改正及び 
ストックヤード運営事業者登録規程について 

 
 

日頃より、建設業行政に格別の御理解と御協力を賜り、厚く御礼申し上げます。  
令和 4 年 12 月 5 日付け、事務連絡「資源有効利用促進法政省令の改正について」にて周知をい

たしました措置に加えて、この度、資源有効利用促進法省令の更なる改正及びストックヤード運営

事業者登録規程の創設をいたしましたので周知いたします。 
各県から管内市区町村へ周知、各県建設業協会から協会構成企業へ周知していただくとともに、

本改正の趣旨を十分にご理解の上、適切な運用をお願い申し上げます。 

今回の主な改正概要等につきましては、別紙のとおりです。  
 

【別紙 1】資源有効利用促進法省令の改正及びストックヤード運営事業者登録規程について(概要)  
【別紙 2】建設工事から発生する土の搬出先の明確化等  
【別紙 3】「資源有効利用促進法」を知っていますか？令和 5 年 3 月版（建設業者向けチラシ）  
【別紙 4】ストックヤードの登録制度をご利用ください(ストックヤード業者向けチラシ)  
【別紙 5】建設業に属する事業を行う者の指定副産物に係る再生資源の利用の促進に関する判断の 

基準となるべき事項を定める省令及び建設業に属する事業を行う者の再生資源の利用

に関する判断の基準と成るべき事項を定める省令の一部を改正する省令(令和 5 年国土

交通省令第 6 号) 
【別紙 6】ストックヤード運営事業者登録規程(令和 5 年国土交通省告示第 157 号) 

1 - 3 - 271

515086
テキストボックス

515086
タイプライターテキスト
省略



資源有効利用促進法省令の改正及び 

ストックヤード運営事業者登録規程について（概要） 

 

令 和 ５ 年 ３ 月 

不動産・建設経済局建設業課 

 

○施行日について 

公布：令和５年３月３日 

施行：(１)(①ⅲを除く。)、(２)、(３)(第11条第４項を除く。) 

…令和５年５月２６日 

    (１)(①ⅲに限る。)、(３)(第11条第４項に限る。) 

…令和６年６月１日 

 

○改正内容等について 

（１）建設業に属する事業を行う者の指定副産物に係る再生資源の利用の促進に関する判 

断の基準となるべき事項を定める省令（指定副産物省令）の一部改正 

①建設発生土の搬出先に対する受領書の交付請求等（新設） 

ⅰ．元請業者等は、建設発生土を計画に記載した搬出先へ搬出したときは、速やかに、

当該搬出先の管理者（当該搬出先が工事現場である場合にあっては、当該工事現場

に係る元請業者等）に対し、以下の事項を記載した受領書（電磁的記録も可）の交

付を求めるものとする。 

a.搬出先の名称（搬出先が工事現場の場合は建設工事の名称）及び所在地 

b.搬出先の管理者の商号、名称又は氏名 

c.搬出元（搬出元が工事現場の場合は建設工事の名称）の名称及び所在地 

d.建設発生土の搬出量  

e.建設発生土の搬出先への搬出が完了した日 

ⅱ．元請業者等は、受領書の交付の求めを行った場合において、搬出先から受領書の

交付を受けたときは、受領書に記載された搬出先の名称及び所在地が計画と一致す

ることを確認するとともに、当該受領書又はその写しを計画を作成した建設工事の

完成日から５年を経過する日まで保存するものとする。 

ⅲ．元請業者等は、建設発生土が計画に記載した搬出先（a.～c.に該当する搬出先を

除く。）から他の搬出先へ搬出されたときは、速やかに、当該他の搬出先に関する

ⅰ.a.～e.の事項を記載した書面（電磁的記録も可）を作成するとともに、当該書

面を計画を作成した建設工事の完成日から５年を経過する日まで保存するものと

する。建設発生土が更に他の搬出先へ搬出されたときも、同様とする。 

a.国又は地方公共団体が管理する場所その他の公共性のある場所であって国土交

通大臣が定めるもの 

b.建設発生土を利用しようとする他の工事現場（建設工事を施工する予定の場所を

除く。）及び当該他の工事現場で利用するために建設発生土を一時的に堆積する

当該他の工事現場に近接した場所 

c.建設発生土の一時置場（建設発生土を再資源化施設、他の工事現場その他の建設

発生土の搬出先に搬出するまでの間一時的に保管するための場所をいう。）のう

ち国土交通大臣が定めるもの（（３）「ストックヤード運営事業者登録規程」に

よる登録を受けたストックヤード運営事業者が運営するストックヤード） 
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②建設発生土の搬出に関する関係法令の手続の確認（新設） 

ⅰ．元請業者等は、500㎥以上の建設発生土を搬出する建設工事において計画を作成

しようとするときは、あらかじめ以下の事項を確認した上で計画を作成するとと

もに、その確認の結果を記載した書面（電磁的記録も可）を作成するものとする 

a.工事現場内の土地の掘削その他の土地の形質の変更が土壌汚染対策法（平成14

年法律第53号）第３条第７項又は第４条第１項の規定による届出を要する場合

にあっては、当該届出がされていること 

b.再生資源利用促進計画に記載しようとする搬出先における建設発生土の搬入に

係る行為に関する以下の事項 

・当該行為が宅地造成等規制法の一部を改正する法律（令和４年法律第55号）に

よる改正後の宅地造成及び特定盛土等規制法（昭和36年法律第191号）第12条

第１項、第16条第１項、第30条第１項又は第35条第１項の規定による許可を要

する場合にあっては、当該許可を受けていること 

・当該行為が同法第21条第１項、第27条第１項、第28条第１項又は第40条第１項

の規定による届出を要する場合にあっては、当該届出がされていること 

c.再生資源利用促進計画に記載しようとする搬出先が適正であることを確認する

ために必要な事項その他の建設発生土の搬出に関する事項 

   ⅱ．元請業者等は、500㎥以上の建設発生土を搬出する建設工事において計画を作成

したときは、建設発生土を運搬する者に対し、建設発生土の搬出先の名称・所在

地及び搬出量並びにⅰ．により作成した書面の内容を通知するものとする。これ

らの内容に変更があったときも、同様とする。 

   ⅲ．ⅰ．により作成した書面は計画の一部として、計画本体と同様、作成時に発注

者へ提出及び報告、内容の変更時に発注者へ報告するものとし、現場掲示により

公衆の閲覧に供するほか、計画を作成した工事の完成後５年を経過する日まで保

存するものとする。 

 

（２）建設業に属する事業を行う者の再生資源の利用に関する判断の基準となるべき事 

項を定める省令（再生資源省令）の一部改正 

・建設発生土の搬出元に対する受領書の交付（新設） 

元請業者等は、建設発生土を再生資源利用計画に記載した搬入元から搬入したとき 

は、搬入元の管理者（搬入元が工事現場の場合は当該工事現場に係る元請業者等）に 

対し、速やかに、（１）①ⅰ．a.～e.の事項を記載した受領書を交付するものとする。 

 

（３）「ストックヤード運営事業者登録規程」の新設 

ストックヤード（再び搬出することを目的に、外部から搬入された土砂を一時的に堆

積する場所）を運営する事業者を国土交通大臣が登録し、その登録を受けた事業者に、

元請業者等と同様、土砂の搬出先の確認や受領書の交付等を求める。 

  

（４）経過措置 

   (１)(①ⅲ．を除く。)、（２）の改正は、施行日（令和５年５月２６日）以降に新た 

に請負契約を締結する建設工事に適用し、同日前に請負契約を締結した建設工事につ 

いては、なお従前の例によることとする。 

   (１)①ⅲ．及びの改正は、施行日（令和６年６月１日）以降に新たに請負契 

約を締結する建設工事に適用し、同日前に請負契約を締結した建設工事については、 

なお従前の例によることとする。 

 

 

以上 
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ト
ッ
ク
ヤ
ー
ド
運
営
事
業
者
登
録
制
度
と
も
に
、

盛
土
規
制
法
の
施
行
に
合
わ
せ

R
5.

5.
26
施
行

・
た
だ
し
、
最
終
搬
出
先
ま
で
の
確
認
義
務
は
、

R
6.

6.
1施
行

資
源
有
効
利
用
促
進
法
省
令
改
正
（
第
二
弾
）
等
に
つ
い
て

2
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資
源
有
効
利
用
促
進
法
省
令
改
正
（
第
二
弾
）
の
概
要

建
設

工
事

の
受

注
者

及
び

発
注

者
は

、
再

生
資

源
を

利
用

す
る

よ
う

努
め

る
と

と
も

に
、

自
ら

の
工

事
で

発
生

し
た

建
設

副
産

物
が

再
生

資
源

と
し

て
利

用
さ

れ
る

よ
う

努
め

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
主

務
大

臣
は

、
再

生
資

源
の

利
用

促
進

に
関

す
る

判
断

の
基

準
を

定
め

、
基

準
に

照
ら

し
て

著
し

く
取

組
が

不
十

分
な

一
定

規
模

以
上

の
事

業
者

に
対

し
、

立
入

検
査

・
勧

告
・

命
令

を
行

う
こ

と
が

可
能

。

⇒
主
に
不
適
正
処
理
防
止
の
観
点
か
ら
省
令
を
改
正
し
、
新
設
す
る
ｽﾄ
ｯｸ
ﾔｰ
ﾄﾞ
運
営
事
業
者
登
録
制
度
と
あ
わ
せ
、

計
画
制
度
を
強
化

。

（
１

）
適

正
な

搬
出

先
へ

の
確

実
な

搬
出

・
元

請
業

者
は

事
前

に
当

該
工

事
の

搬
出

先
が

盛
土

規
制

法
の

許
可

地
で

あ
る

か
等

を
確

認
し

、
結

果
を

再
生

資
源

利
用

促
進

計
画

の
添

付
資

料
（

確
認

結
果

票
）

と
し

て
現

場
掲

示
・

元
請

業
者

は
搬

出
先

に
受

領
書

の
交

付
を

求
め

搬
出

先
を

確
認

、
受

領
書

の
写

し
を

５
年

間
保

存
・

元
請

業
者

は
搬

出
先

か
ら

更
に

他
の

搬
出

先
へ

搬
出

さ
れ

た
場

合
（

搬
出

先
が

以
下

の
①

②
③

の
場

合
を

除
く

）
に

は
、

上
記

と
同

様
に

最
終

搬
出

先
ま

で
確

認
し

た
書

面
を

作
成

し
、

５
年

間
保

存
①

国
又

は
地

方
公

共
団

体
が

管
理

す
る

場
所

②
他

工
事

利
用

の
場

合
で

あ
っ

て
当

該
建

設
工

事
の

現
場

等
③

ス
ト

ッ
ク

ヤ
ー

ド
の

う
ち

国
土

交
通

大
臣

の
登

録
を

受
け

た
場

所

（
２

）
土

壌
汚

染
対

策
法

へ
の

対
応

・
元

請
業

者
は

発
注

者
の

土
壌

汚
染

対
策

法
等

の
手

続
状

況
を

確
認

・
確

認
結

果
を

（
１

）
と

同
様

に
現

場
掲

示

資
源
有
効
利
用
促
進
法
に
つ
い
て

◇
適
正
な
搬
出
先
へ
の
確
実
な
搬
出
等
【
省
令
改
正
（
第
２
弾
）
】

注
）

令
和

５
年

１
月

１
日

施
行

の
政

省
令

改
正

を
実

施
済

み
（

第
一

弾
）

（
再

生
資

源
利

用
促

進
計

画
の

作
成

対
象

の
拡

大
、

同
計

画
の

発
注

者
へ

の
説

明
、

現
場

掲
示

の
義

務
化

等
）

（
１
）
（
２
）
を
盛
土
規
制
法
の
施
行
に

合
わ
せ
令
和
５
年
５
月
２
６
日
施
行
、

た
だ
し
、
（
※
）
に
つ
い
て
は
、
ス
ト
ッ
ク

ヤ
ー
ド
事
業
者
の
登
録
期
間
を
１
年

間
設
け
令
和
６
年
６
月
１
日
か
ら
施
行

※

3
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ス
ト
ッ
ク
ヤ
ー
ド
運
営
事
業
者
登
録
制
度
の
概
要

●
資

源
有

効
利

用
促

進
法

省
令

改
正

（
第

２
弾

）
と

連
携

し
、
ス
ト
ッ
ク
ヤ
ー
ド
運
営
事
業
者
を
国
に
登
録
す
る
制
度
を
創
設

ｽ
ﾄｯ
ｸ
ﾔ
ｰ
ﾄﾞ
運
営
事
業
者
の
登
録
制
度
に
つ
い
て

②
登
録
の
拒
否
要
件

・
破
産
者
、
禁
固
刑
を
終
え
５
年
以
内
の
者
、
不
正
又
は
不
誠
実
な
行
為
を
す
る
お
そ
れ
の
あ
る
者
、
暴
力
団
等
の
関
与
が
あ
る
者
な
ど

・
登
録
取
消
し
後
５
年
以
内
の
者
や
盛
土
規
制
法
な
ど
の
法
令
に
よ
る
是
正
命
令
等
を
受
け
て
い
る
者
な
ど

④
登
録
し
た
事
業
者
に
対
す
る
国
の
対
応
等

国
は
、
ス
ト
ッ
ク
ヤ
ー
ド
運
営
事
業
の
適
正
な
運
営
を
確
保
す
る
た
め
登
録
業
者
に
対
し
て
以
下
の
対
応
を
実
施

①
業
務
に
関
す
る
報
告
又
は
資
料
提
出
の
請
求

②
業
務
に
関
す
る
不
正
・
不
誠
実
行
為
等
に
対
す
る
勧
告
等

③
不
正
登
録
や
虚
偽
報
告
、
上
記
勧
告
等
の
無
視
、
盛
土
規
制
法
な
ど
の
法
令
に
よ
る
勧
告
や
改
善
命
令
を
受
け
た
場
合
等
に
お
け
る
登
録
取
消
し

⑤
発
生
土
の
リ
サ
イ
ク
ル
の
促
進

・
国
は
ス
ト
ッ
ク
ヤ
ー
ド
運
営
事
業
者
の
リ
ス
ト
を
公
表
。
そ
の
際
、
搬
入
・
搬
出
す
る
土
の
種
類
、
連
絡
先
等
を
掲
載

③
登
録
し
た
業
者
の
業
務

・
ス
ト
ッ
ク
ヤ
ー
ド
か
ら
土
砂
を
搬
出
す
る
場
合
、
事
前
に
搬
出
先
が
盛
土
規
制
法
の
許
可
地
で
あ
る
か
等
を
確
認
し
た
書
面
を
作
成
、
ま
た
、
搬
出
後
に

搬
出
先
に
受
領
書
の
交
付
を
求
め
搬
出
先
を
確
認

・
上
記
の
搬
出
先
か
ら
更
に
他
の
搬
出
先
へ
搬
出
さ
れ
た
場
合
（
搬
出
先
が
以
下
の
①
②
③
の
場
合
を
除
く
）
に
は
、
最
終
搬
出
先
ま
で
の
搬
出
先
を
確

認
し
た
書
面
を
作
成

①
国
又
は
地
方
公
共
団
体
が
管
理
す
る
場
所

②
他
工
事
利
用
の
場
合
で
あ
っ
て
当
該
建
設
工
事
の
現
場
等

③
登
録
ス
ト
ッ
ク
ヤ
ー
ド

・
ス
ト
ッ
ク
ヤ
ー
ド
の
土
砂
の
搬
出
入
管
理
及
び
記
録
の
保
存
を
行
い
､事
業
年
度
ご
と
に
管
理
状
況
年
報
を
国
に
報
告

な
ど

・
ス
ト
ッ
ク
ヤ
ー
ド
に
土
砂
が
搬
入
さ
れ
た
場
合
、
搬
入
元
に
受
領
書
を
交
付

①
ス
ト
ッ
ク
ヤ
ー
ド
運
営
事
業
者
の
登
録
制
度
創
設
の
目
的

ス
ト
ッ
ク
ヤ
ー
ド
に
搬
入
さ
れ
た
建
設
発
生
土
の
適
正
処
理
に
資
す
る
た
め
、
適
正
処
理
の
観
点
で
一
定
の
要
件
を
満
た
す
ス
ト
ッ
ク
ヤ
ー
ド
運
営
事
業
者
を
国
に

登
録
す
る
制
度
を
創
設
。
こ
れ
に
よ
り
、
優
良
な
ス
ト
ッ
ク
ヤ
ー
ド
運
営
事
業
者
を
育
成
し
、
建
設
発
生
土
の
適
正
処
理
及
び
リ
サ
イ
ク
ル
を
促
進
す
る
。

※
※
本
項
目
は
令
和
６
年
６
月
１
日
か
ら
施
行

※
登
録
の
事
務
は
、
各
地
方
整
備
局
建
政
部
建
設
産
業
課
等
が
担
当

4
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「資源有効利用促進法」を知っていますか？
「資源有効利用促進法（資源の有効な利用の促進に関する法律」では、建設工事の発注者及び受注

者に建設副産物の発生抑制と再利用の促進に努めることを求めています。

（１）発注者、事業者の責務（発注者、元請及び下請企業）
原材料の使用の合理化や再生資源の利用に努める
・資源有効利用促進法では発注者及び受注者に対して、原材料の使用の合理化や再生資源の利用に
努めることを求めています。

（２）契約の際に実施すること（元請及び下請企業）
指定副産物の処理に要する経費の見積りを適切に行う
・元請及び下請企業は、請負契約を締結するに際して、運搬費その他指定副産物の処理に要する経費
の見積りを適切に行うよう努めることとなっています。

（３）施工前に実施すること（元請企業）
再生資源利用促進計画・再生資源利用計画（以下、計画）の作成等
・元請企業は一定規模以上※１の工事を施工する場合、計画（確認結果票※２を含む(以下、同じ)）
を作成し、発注者へ提出、説明のうえ工事現場の公衆の見えやすい場所へ掲示することとなっています。

・元請企業は建設発生土を搬出する場合、確認結果票を作成することとなっています。
①建設発生土の搬出先が盛土規制法の許可地であるなど適正であることの確認
②発注者等が行った土壌汚染対策法等の手続状況等の確認(発注者等は元請企業に手続状況を説明)
・また、作成した計画を運送事業者に通知することとなっています。
・なお、工事現場において責任者を置くことにより管理体制を整備し同計画の事務を適切に行うことと
なっています。

（４）建設発生土の搬出後又は受入後に実施すること（元請企業）
１）搬出先の受領書の確認及び保管等
・元請企業は、建設発生土を搬出先へ搬出したときは、速やかに搬出先の管理者に受領書の交付を求め搬
出先が計画と一致することを確認するとともに、受領書の写しを保存※３することとなっています。
２）建設発生土の受入後の受領書交付
・元請企業は、建設発生土を他の建設工事やストックヤードから受入れたときは、搬入元に受領書を交付
することとなっています。

（５）建設工事の竣工後に実施すること（元請企業）
１）計画の実施状況の記録・保存等
・元請企業は、計画の実施状況を把握して記録、保存※３し、
また、発注者から請求があったときは、計画の実施状況を発注者に報告することとなっています。
２）建設発生土の最終搬出先の記録の作成・保存
・元請企業は建設発生土が計画に記載した搬出先（次の①から④を除く）から他の搬出先へ搬出された
ときは、速やかに当該搬出先の搬出先の名称や所在地、搬出量等を記載した書面※４を作成し、保存※３
することとなっており、更に他の搬出先へ搬出されたときも同様となっています。
①国又は地方公共団体が管理する場所（当該管理者が受領書を交付するもの）
②他の建設現場で利用する場合
③ストックヤード運営事業者登録規程により国に登録されたストックヤード
④土砂処分場（盛土利用等し再搬出しないもの）

（令和５年３月版）不動産・建設経済局 建設業課（℡：03-5253-8111）

○政省令の一部改正（第一弾） (公布：R４.９.２／施行：R５.１.１)
○省令の一部改正（第二弾） (公布：R５.３.３／施行 R５.５.２６（（５）２）はR６.６.１施行） 【 下線部 が第二弾改正点】

施行日以降に新たに契約した公共及び民間建設工事が対象

※3 保存期間は、建設工事の完了日から５年間
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計画を作成しなければならない工事 計画に定める内容

次のような指定副産物を搬出する工事
１．土砂 …… ５００m３以上

（改正前は1,000m３）

２．Co塊
As塊 …… 合計２００ｔ以上
建設発生木材

１．指定副産物の種類ごとの搬出量

２．指定副産物の種類ごとの再資源化施設又は他の工事
現場等への搬出量

３．その他、建設副産物に係る再生資源の利用の促進に
関する事項

計画を作成しなければならない工事 計画に定める内容

次のような建設資材を搬入する工事
１．土砂 …… ５００m３ 以上

（改正前は1,000m３）

２．砕石 …… ５００ｔ 以上
３．加熱アスファルト混合物…… ２００ｔ 以上

１．建設資材ごとの利用量
２．利用量のうち再生資源の種類ごとの利用量
３．その他、再生資源の利用に関する事項

《再生資源利用促進計画（建設副産物を搬出する際の計画）》

《再生資源利用計画（再生資材を利用する際の計画）》

※１ 計画の作成を要する一定規模以上の工事

不動産・建設経済局 建設業課（℡：03-5253-8111）

以下の参考様式は国土交通省のホームページを参照ください。
※２ 計画書及び確認結果票
※４ 建設発生土の最終搬出までの搬出先の名称や所在地等を記載した書面

「建設発生土の搬出先計画制度」で検索 （令和５年３月末公開予定）
https://www.mlit.go.jp/tochi_fudousan_kensetsugyo/const/tochi_fudousan_kensetsugy
o_const_fr1_000001_00041.html
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不動産・建設経済局 建設業課（℡：03-5253-8111）

〇登録申請可能なストックヤードの種類等
登録可能なストックヤードは、再び搬出することを目的に、外部から搬出された土砂を一時的に
堆積する場所であって、ストックヤード及び土質改良プラント、自社の資材置き場等が含まれま
す。なお、営利・非営利の別は問いません。

○ストックヤードを国に登録するメリット
・資源有効利用促進法省令では、元請業者は500㎥以上の土砂を搬出する建設工事において、計画
を作成することとしています。元請業者は搬出計画を作成した場合は、最終搬出先まで確認する
ことが義務付けられます。その為、元請業者は、土砂が混合しないよう搬入元別に区分管理する
非登録ストックヤードか、登録ストックヤードのいずれかを選択する必要があります。
登録ストックヤードは最終搬出先までの確認主体となるため、搬入元別に土砂を区分管理する必
要がありません。

○登録ストックヤード運営事業者の業務
・ストックヤードから土砂を搬出する場合、事前に搬出先が盛土規制法の許可地であるか等を確認
した書面を作成、また、搬出先に受領書の交付を求め搬出先を確認

・上記搬出先から更に他の搬出先へ搬出された場合（搬出先が以下の①②③④の場合を除く）には、
最終搬出先までの搬出先を確認した書面を作成
①国又は地方公共団体が管理する場所
②他工事利用の場合であって当該建設工事の現場等
③登録ストックヤード
④土砂処分場（再搬出を前提としないもの）
・ストックヤードの土砂の搬出入管理及び記録の保存を行い、事業年度ごとに管理状況年報を国に
報告 等

○ストックヤード運営事業者の登録申請方法
電子メールにて管轄の地方整備局等へ申請ください。
【申請様式及び申請先については国土交通省のホームページを参照】※令和５年３月末公開予定

「ストックヤード運営事業者登録制度」で検索
https://www.mlit.go.jp/tochi_fudousan_kensetsugyo/const/tochi_fudousan_kensetsugyo_const_fr1_000001_00042.html

ストックヤードの登録制度をご利用ください
建設発生土の適正処理の観点から資源有効利用促進法省令改正（令和５年３月３

日公布）と連携し、一定の要件を満たすストックヤード運営事業者を国に登録する
制度を創設しました。これにより、優良なストックヤード運営事業者を育成し、建
設発生土の適正処理及びリサイクルを推進します。

元
請

・最終処分
・リサイクル登録ストックヤード受領書

・最終処分
・リサイクル

非登録ストックヤード

盛
土
規
制
法
許
可
等

の
確
認

元請が最終搬出先まで確認

・指定利用等
・受領書

受領書 受領書

ストックヤードを経由した場合の建設発生土の最終搬出先確認主体

元請の搬出先確認 登録ストックヤードが搬出先を確認し、国に管理状況年報を報告

○登録制度（R5.5.26受付開始）
○元請の最終搬出先確認義務（R6.6.1施行）
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事  務  連  絡 

令和５年３月９日 

 

部内出先機関の長 殿 

 

 建設技術企画課長  

 

 

建設副産物情報交換システムの現場掲示様式への対応について 

 

 

 このことについて、国土交通省より別添のとおり送付がありましたので、参

考送付いたします。 

 

 

 

 

 

（事務担当 技術指導係） 
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4 

← 現場掲示用 
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 事  務  連  絡 
令和４年 12 月 20 日 

 
 各都道府県建設リサイクル法担当部局長 殿 

 
国土交通省不動産・建設経済局建設業課長  

                                    
 

再生資源利用（促進）計画の掲示様式について 
 

  
 日頃より、建設リサイクル行政に格別の御理解と御協力を賜り、厚く御礼申し上げ

ます。 
 令和４年９月２日に公布した資源有効利用促進法省令の一部改正（令和５年１月１

日施行）において、再生資源利用（促進）計画を公衆の見えやすい場所に掲げること

としました。 
 この改正に伴い、国土交通省のホームページに掲載しております参考様式「再生資

源利用[促進]計画様式（建設リサイクル報告様式兼用）」に、掲示様式を追加しました

のでお知らせいたします。 
 貴部局におかれましては、貴管内市町村リサイクル担当部局に対して周知いただく

とともに、建設発生土等の適正処理の取り組みが一層進むよう、格段のご配慮を賜り

たく、お願い申し上げます。 
 
○国土交通省ホームページ公開場所 
「再生資源利用[促進]計画様式（建設リサイクル報告様式兼用）」 
（https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/region/recycle/d03project/d0306/page_03060101credas
1top.htm） 

 
 ○その他 

 現在、建設副産物情報交換システム（COBRIS）から掲示様式に必要な情報を転

記できるようシステムを改修中。令和５年３月末頃を目処に利用可能となった段階

で周知予定です。 
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事 務 連 絡 

令和５年４月５日 

 

 

関係室課・出先機関 御中 

 

 

環境保全課 

 

 

資源の有効な利用の促進に関する法律に基づく指定副産物に係る再生資源利 

用促進計画作成に当たって行う土壌汚染対策法等の手続確認に関する運用に 

ついて 

 

 

このことについて、環境省から別添のとおり、事務連絡がありましたのでお知らせいた

します。 

「建設業に属する事業を行う者の指定副産物に係る再生資源の利用の促進に関する判断

の基準となるべき事項を定める省令及び建設業に属する事業を行う者の再生資源の利用に

関する判断の基準となるべき事項を定める省令の一部を改正する省令（令和５年国土交通

省令第６号）」が令和５年３月３日に公布され、同年５月 26 日に施行されることととなり

ました。 

この改正により、一定規模以上の工事を施工する場合、元請建設工事事業者等は、土壌

汚染対策法に基づく届出の有無など発注者等が行った手続の状況について確認し、その結

果を現場に掲示することとなります。 

土壌汚染対策法に基づく届出は、基本的に発注者が行うことが想定されるため、貴職に

おかれましては、発注された公共工事に係る土壌汚染対策法に基づく届出等の要否や有無

等について、元請建設工事事業者等にお伝えいただくようご協力をお願いします。 

  

 

 

 

 

【事務担当】指導係 武藤（内線 2723） 
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事 務 連 絡  

令和５年３月 31 日  

 

各都道府県・土壌汚染対策法政令市 

土壌汚染担当部局 御中 

  

環境省水・大気環境局水環境課土壌環境室  

 

 

資源の有効な利用の促進に関する法律に基づく 

指定副産物に係る再生資源利用促進計画作成に当たって行う 

土壌汚染対策法等の手続確認に関する運用について（依頼） 

 

 

土壌環境行政の推進につきまして、日頃より御尽力いただき厚く御礼申し上げま

す。 

今般、建設業に属する事業を行う者の指定副産物に係る再生資源の利用の促進に

関する判断の基準となるべき事項を定める省令及び建設業に属する事業を行う者の

再生資源の利用に関する判断の基準となるべき事項を定める省令の一部を改正する

省令（令和５年国土交通省令第６号）が令和５年３月３日に公布され、令和５年５

月 26日に施行されます。 

本改正により、建設業に属する事業を行う者の指定副産物に係る再生資源の利用

の促進に関する判断の基準となるべき事項を定める省令（平成３年建設省令第 20

号。以下「判断基準省令」という。）第８条第３項第１号から第３号の規定に基づ

き、元請建設工事事業者等が再生資源利用促進計画を作成する際には、発注者等が

行った手続として、土壌汚染対策法（平成 14年法律第 53号）及び条例に基づく届

出要否等を確認フロー等の解説に従って確認するとともに、その結果を確認結果票

に記載し現場に掲示することとなりました。 

貴職におかれましては、当該手続確認が適切に運用されるよう、元請建設工事事

業者等から土壌汚染対策法及び条例の届出等に関する問合せがあった際には、御協

力いただきますようお願い申し上げます。また、基本的に発注者が行うことが想定

される土壌汚染対策法や条例に係る届出等の手続の際には、当該手続状況を元請建

設工事事業者等にもお伝えいただくよう、貴職から発注者に対し周知いただきます

よう、御協力をお願い申し上げます。 

なお、土壌汚染対策法及び条例の届出要否等を行うための確認フロー等の解説

は、別紙１「確認結果票作成に当たっての解説」のとおりになります。その他、判

断基準省令が施行されるに当たり、建設業団体等に対して発出された事務連絡（別

紙２「再生資源利用促進計画作成に当たって行う確認事項に関する解説について」）
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や判断基準省令に関するチラシ（別紙３）も併せて送付いたします。 

【連絡先】 

環境省水・大気環境局水環境課土壌環境室 

電話：03-5521-8322 

E-mail：mizu-dojo@env.go.jp
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別添２ 令和５年５月訂正版

令和５年３月

Ⅰ 共通

Ⅱ　建設発生土の搬出先確認

 １．概要

 ２．確認手順及び確認結果票の記載事項

・

・

・

・

確認結果票作成に当たっての解説
（共通編・建設発生土の搬出先の確認編）

　本確認結果票は、「建設業に属する事業を行う者の指定副産物に係る再生資源の利用の促進に関
する判断の基準となるべき事項を定める省令（平成3年建設省令第20号）」（以下「省令」という。）の第
８条第４項に規定する｢確認の結果を記載した書面」の記載例を示したものです。
　建設工事の元請業者や自主施工者は、合計500m3以上の建設発生土を搬出しようとする場合、土
壌汚染対策法等の手続確認等（同第８条第３項１号及び第３号）や搬出先の確認等（同項第２号及び
第３号）を行い確認結果を記録する必要があります。また、確認結果は再生資源利用促進計画の添
付資料として、発注者への報告・説明及び公衆の見えやすい場所へ掲示等を行う必要があります。

　建設工事から搬出される土砂が不法な盛土等に悪用されたり、危険な盛土等になることを防止し、
適正に利用又は処分されるよう搬出先の決定にあたり、搬出先ごとに以下の内容を確認し､その結果
を確認結果票に記載ください。

（1） 宅地造成及び特定盛土等規制法（昭和３６年法律第１９１号）(以下「盛土規制法」という。）に規定
する宅地造成等工事規制区域（以下「宅造区域」という。）又は特定盛土等規制区域（以下「特盛
区域」という。）の指定の有無、及び都道府県・市町村において土砂の埋立て等に関する規制条例
（以下「土砂条例」という。）の制定の有無を確認する。

ⅰ）盛土規制法確認フローとⅱ）土砂条例の確認フローで確認結果が異なる場合は、［規制未指
定］を除く確認フロー上位にくる確認区分を確認結果として記載し、その詳細を記載することとす
る。

どちらか一方の判定が［不適正］となった場合は適切な搬出先として認めない。

ⅰ）盛土規制法の規制区域未指定かつⅱ）土砂条例未制定の場合、確認結果は［規制未指定］と
なるが、「詳細」欄に、［公共施設用地等］［他法令許可等］［他工事利用等］［別途理由］の項目を
参考に、搬出先の適正性の判断に資する情報（許認可や工事種類等）を記載することが望まし
い。

（２） 搬出先が有している盛土規制法及び土砂条例の許可等又は届出の種類及び許可番号等を確認
する。

（３） 搬出先が盛土規制法及び土砂条例の許可等を要しない理由を確認する。
（場合によっては、当該土地所有者等の盛土行為や土砂の一時堆積行為に対する同意を確認す
る。）

　搬出土砂が不法な盛土等に悪用されたり、危険な盛土等となることを防ぐため、ⅰ）盛土規制法、
ⅱ）都道府県等の定める土砂条例に基づき、以下の手順で確認し結果を確認結果票に記載してくだ
さい。
　記載にあたっては、下記事項に留意してください。

ⅰ）盛土規制法の確認フローとⅱ）土砂条例の確認フローのどちらも確認することとする。
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ⅰ）盛土規制法の確認フロー
盛土規制法の区域指定が行われていない場合
土砂条例も未制定の場合は、［公共施設用地等］［他法
令許可等］［他工事利用等］の項目を参考に、搬出先の
適正性の判断に資する情報を記載することが望ましい

盛土規制法で、他法令等で許可等不要な場合

搬出先の工事分類及び工事名及び元請業者名を確認
し記載

別途理由がある場合

盛土規制法の許可等の対象規模未満であり許可等を要
しない理由及び土地所有者又は管理者が盛土行為等
に関して同意していることを書面確認し記載

規制区域外 の場合

搬出先の土地所有者又は管理者が盛土行為等に関し
て同意していることを書面確認し記載

盛土規制法の許可・届出がなされている場合

許可にあっては許可の種類及び許可番号、許可の特例
にあってはその旨、届出にあっては届出ていることを確
認し届出日を記載

「公共施設用地」で盛土規制法が適用除外の場合

盛土規制法の公共施設用地の分類名称及び管理機関
名を記載

盛土規制法で、他法令許可があり許可等不要な場合

許可等にあっては許可等の種類及び許可等番号、届出
にあっては届出日を確認し記載

不適正
盛土規制法の規制区域に該当するが許可等を有しておらず、また、許可等が不要な理由もないため
適正な搬出先ではない

規制未指定

公共施設用地等

盛土許可等

他法令許可等

許可不要工事等

該当

該当

該当

該当

該当

該当しない

該当しない

該当しない

該当しない

該当しない

別途理由
該当

該当しない

規制区域外
該当

該当しない
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土砂条例の許可・届出がなされている場合

許可にあっては許可の種類及び許可番号、届出にあっ
ては届出日を確認し記載

国又は地方公共団体の事業で土砂条例の許可等不要な場合

国又は地方公共団体の事業名及び事業機関名を記載

土砂条例で、他法令許可があり許可等不要な場合

許可等にあっては許可等の種類及び許可等番号、届出
にあっては届出日を確認し記載

ⅱ）都道府県等の定める土砂条例の確認フロー

土砂条例の制定が行われていない場合

盛土規制法の区域指定も行われていない場合は、［公
共施設用地等］［他法令許可等］［他工事利用等］の項
目を参考に、搬出先の適正性の判断に資する情報を記
載することが望ましい

不適正
土砂条例の許可等必要行為に該当するが許可等を有しておらず、また、許可等が不要な理由もない
ため適正な搬出先ではない

ⅰ）ⅱ）の確認・記載に加え搬出先がストックヤード運営事業者登録規程第3条第1項に規定する、国
に登録されたストックヤードである場合には、当該登録番号も記載する。

土砂条例で、許可等不要な場合

搬出先の工事分類及び工事名及び元請業者名を確認
し記載

別途理由がある場合

土砂条例の許可等の対象規模未満など許可等を要しな
い理由及び土地所有者又は管理者が盛土行為等に関
して同意していることを書面確認し記載

規制区域外の場合

搬出先の土地所有者又は管理者が盛土行為等に関し
て同意していることを書面確認し記載

規制未指定

盛土許可等

該当

該当

該当しない

該当しない

別途理由
該当

該当しない

規制区域外
該当

該当しない

他法令許可等
該当

該当しない

許可不要工事等
該当

該当しない

公共施設用地等
該当

該当しない
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 ３．確認区分

（１）［規制未指定］

（２）［盛土許可等］

（３）［公共施設用地等］

道路 飛行場 学校 水産飲雑用水

公園 航空保安 運動場 農業集落排水

河川 鉄道 緑地 漁業集落排水

砂防 軌道 広場 林地荒廃防止

地すべり 索道 墓地 急傾斜地崩壊防止

海岸保全 無軌条電車 廃棄物処理施設

津波防護 雨水貯留浸透 水道

港湾 農業用ため池 下水道

漁港 防衛施設 営農飲雑用水

（４）［他法令許可等］

（５）［許可不要工事等］

ⅰ）盛土規制法の確認区分

盛土規制法の区域指定（宅地造成等工事規制区域又は特定盛土等規制区域）が行われていな
い場合。

・盛土規制法第12条第１項（第16条第１項）又は第30条第１項（第35条第１項）に基づく許可
（又は変更許可）

・盛土規制法第15条又は第34条に基づく許可の特例
・盛土規制法第21条第１項、第27条第１項（第28条第１項）又は第40条第１項に基づく届出

（又は届出の変更）

盛土規制法第2条第１号に規定する「公共施設用地」に該当し、同法の適用除外である場合（参
考資料１．（３））。

表１　公共施設用地等の確認結果票への分類名称

公共施設用地 国又は地方公共団体が管理する施設用地

盛土規制法第12条第1項ただし書、第27条第1項ただし書又は第30条第1項ただし書に基づき、
他法令許可等により「災害の発生のおそれがないと認められる工事」（参考資料１．（２）①から④又
は⑥、⑧から⑨）として盛土規制法の許可等を要しない場合。

盛土規制法の許可等を要しない「災害の発生のおそれがないと認められる工事」に該当する工
事（参考資料１．（２）　⑤、⑦、⑩から⑫、⑭ハ）に該当する場合。
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土地改良 盛土規制法省令第8条第1号 参考資料１．（２）⑤

家畜感染予防 同第3号 同上⑦

放射性物質汚染対処 同第6号 同上⑩

森林作業路網 同第7号 同上⑪

非常災害応急措置 同第8号 同上⑫

工事付随堆積 同第10号ハ 同上⑭ハ

（６）［別途理由］

（７）［規制区域外］

（１）［規制未指定］

（２）［盛土許可等］

（３）［公共施設用地等］

（４）［他法令許可等］

（５）［許可不要工事等］

（６）［別途理由］

（７）［規制区域外］

表2 許可不要工事等の確認結果票への分類名称

分類 適用 備考

盛土規制法の宅造区域又は特盛区域であって盛土規制法の許可等の要件未満であり許可等を
要しない理由がある場合（参考資料１．（１））。

搬出先が盛土規制法の宅造区域又は特盛区域のいずれにも該当しない場合。

土砂条例が制定されている場合において、土砂条例の許可等の要件未満であるなど許可等を
要しない理由がある場合（参考資料　２．（１））。

土砂条例が制定されている場合において、搬出先が土砂条例の対象地域に該当しない場合。

ⅱ）都道府県等の定める土砂条例の確認区分

都道府県等の定める土砂条例が制定されていない場合。

土砂条例が制定されている場合において、当該条例の許可又は届出を有している場合。

土砂条例が制定されている場合において、「国又は地方公共団体の事業」等により、当該条例に
規定する許可等を要しないもの（参考資料　２．（２））に該当する場合。

土砂条例が制定されている場合において、当該条例に規定する他法令許可等により当該条例
の許可等を要しないもの（参考資料２．（３））に該当する場合。

土砂条例が制定されている場合において、当該条例に規定する許可等を要しない事業等に該
当する場合（参考資料　２．（２））。
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【参考資料】

１．盛土規制法の許可等

（１）宅地造成等工事規制区域及び特定盛土等規制区域における許可・届出

宅地造成等規制法施行令等で規定する許可や届出の対象要件の概要は次のとおり

区域 行為       届出 許可

特
盛
区
域

特定
盛土
等

①盛土で高さ1m超の崖
②切土で高さ2m超の崖
③盛土と切土を同時に行って、高さ2m超の

崖（①、②を除く）
④盛土で高さ2m超（①、③を除く）
⑤盛土又は切土の面積500㎡超（①～④を

除く）

①盛土で高さ2m超の崖
②切土で高さ5m超の崖
③盛土と切土を同時に行って、高さ5m超の

崖（①、②を除く）
④盛土で高さ5m超（①、③を除く）
⑤盛土又は切土の面積3,000㎡超（①～④

を除く）

土石
の

堆積

①堆積の高さ2m超かつ面積が300㎡超
②堆積の面積500㎡超

①堆積の高さ5m超かつ面積1,500㎡超
②堆積の面積3,000㎡超

宅
造
区
域

宅地
造成

－

①盛土で高さ1m超の崖
②切土で高さ2m超の崖
③盛土と切土を同時に行って、高さ2m超の

崖（①、②を除く）
④盛土で高さ2m超（①、③を除く）
⑤盛土又は切土の面積500㎡超（①～④を

除く）

特定
盛土
等

土石
の

堆積
－

①堆積の高さ2m超かつ面積が300㎡超
②堆積の面積500㎡超

※1 宅地造成等工事規制区域（宅造区域）及び特定盛土等規制区域（特盛区域）の指定状況に
ついては、該当する都道府県、政令市、中核市にご確認ください。

※2 「崖」とは宅地造成及び特定盛土等規制法施行令第１条第１項の規定により地表面が水平面
に対し30度を超えるものを指します。

※3 一定規模以下のものは許可等不要となる場合があります。詳細は盛土規制法及び宅地造成等
規制法施行令及び宅地造成及び特定盛土等規制法施行規則をご確認ください。

（参考資料１．（２）⑬、⑭ロ）

（２）災害の発生のおそれがないと認められる工事
① 鉱山保安法（昭和24年法律第70号）第13条第1項の規定による届出をした者が行う当該届出

に係る工事又は同法第36条、第37条、第39条第1項若しくは第48条第1項若しくは第2項の規
定による産業保安監督部長若しくは鉱務監督官の命令を受けた者が行う当該命令の実施に係
る工事

② 鉱業法（昭和5年法律第289号）第63条第1項の規定による届出をし、又は同条第2項（同法第
87条において準用する場合を含む。）若しくは同法第63条の2第1項若しくは第2項の規定によ
る認可を受けた者（同法第63条の3の規定により同法第63条の2第1項又は第2項の規定により
施業案の認可を受けたとみなされた者を含む。）が行う当該届出又は認可に係る施業案の実
施に係る工事

③ 採石法（昭和25年法律第291号）第33条若しくは第33条の5第1項の規定による認可を受けた者
が行う当該認可に係る工事又は同法第33条の13若しくは第33条の17の規定による命令を受け
た者が行う当該命令の実施に係る工事

④ 砂利採取法（昭和43年法律第74号）第16条若しくは第20条第1項の規定による認可を受けた者
が行う当該認可に係る工事又は同法第23条の規定による都道府県知事若しくは河川管理者の
命令を受けた者が行う当該命令の実施に係る工事

⑤ 土地改良法（昭和24年法律第195号）第2条第2項に規定する土地改良事業、同法第15条第2
項に規定する事業又は土地改良事業に準ずる事業に係る工事

⑥ 火薬類取締法（昭和25年法律第149号）第3条若しくは第10条第1項の許可を受け、若しく同条
第2項の規定による届出をした者が行う火薬類の製造施設の設置に係る工事、同法第12条第1
項の規定による許可を受け、若しくは同条第2項の規定による届出をした者が行う当該許可若し
くは届出に係る工事又は同法第27条第1項の規定による許可を受けた者が行う当該許可に係る
工事

⑦ 家畜伝染病予防法（昭和26年法律第166号）第21条第1項若しくは第4項（同法第46条第1項の
　　規定により読み替えて適用する場合を含む。）の規定による家畜の死体の埋却に係る工事又は
　　同法第23条第1項若しくは第3項（同法第46条第1項の規定により読み替えて適用する場合を含
　　む。）の規定による家畜伝染病の病原体により汚染し、若しくは汚染したおそれがある物品の埋
　　却に係る工事
⑧ 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137号）第7条第6項若しくは第14条第6
　　項の許可を受けた者若しくは市町村の委託（非常災害時における市町村から委託を受けた者
　　による委託を含む。）を受けて一般廃棄物の処分を業として行う者が行う当該許可若しくは委託
　　に係る工事又は同法第8条第1項、第9条第1項、第15条第1項若しくは第15条の2の6第1項の

許可を受けた者が行う当該許可に係る工事
⑨ 土壌汚染対策法（平成14年法律第53号）第16条第1項の規定による届出をした者が行う当該届
　　出に係る工事又は同法第22条第1項若しくは第23条第1項の許可を受けた者が行う当該許可に
　　係る工事
⑩ 平成23年3月11日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う原子力発電所の事故により放出さ
　　れた放射性物質による環境の汚染への対処に関する特別措置法（平成23年法律第110号）
　　第15条若しくは第19条の規定による廃棄物の保管若しくは処分、第17条第2項（同法第18条第
　　5項において準用する場合を含む。）の規定による廃棄物の保管、同法第30条第1項若しくは第
　　38条第1項の規定による除去土壌の保管若しくは処分又は同法第31条第1項若しくは第39条第
　　1項の規定による除去土壌等の保管に係る工事
⑪ 森林の施業を実施するために必要な作業路網の整備に関する工事
⑫ 国若しくは地方公共団体又は次に掲げる法人が非常災害のために必要な応急措置として行う
　　工事
　イ　地方住宅供給公社
　ロ　土地開発公社
　ハ　日本下水道事業団
　ニ　独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構
　ホ　独立行政法人水資源機構
　ヘ　独立行政法人都市再生機構
⑬ 宅地造成又は特定盛土等（令第3条第5号の盛土又は切土に限る。）に関する工事のうち、高さ
　　が2メートル以下であつて、盛土又は切土をする前後の地盤面の標高の差が30センチメートル
　　（都道府県が規則で別に定める場合にあつては、その値）を超えない盛土又は切土をするもの
⑭ 次に掲げる土石の堆積に関する工事
　イ　令第4条第1号の土石の堆積であつて、土石の堆積を行う土地の面積が300平方メートルを超
　　　えないもの
　ロ　令第4条第2号の土石の堆積であつて、土石の堆積を行う土地の地盤面の標高と堆積した土
　　　石の表面の標高との差が30センチメートル（都道府県が規則で別に定める場合にあつては、
　　　その値）を超えないもの
　ハ　工事の施行に付随して行われる土石の堆積であつて、当該工事に使用する土石又は当該工
　　　事で発生した土石を当該工事の現場又はその付近に堆積するもの
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・
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＜盛土規制法（昭和36年法律第191号）＞

第2条1号において、公共施設用地とは道路、公園、河川その他政令で定める公共の用に供する
施設の用に供されている土地

＜宅地造成等規制法施行令（政令）（昭和37年政令第16号）＞

第2条　盛土規制法第2条第1号の政令で定める公共の用に供する施設は、砂防設備、地すべり防
止施設、海岸保全施設、津波防護施設、港湾施設、漁港施設、飛行場、航空保安施設、鉄道、軌
道、索道又は無軌条電車の用に供する施設その他これらに準ずる施設で主務省令で定めるもの
(※)及び国又は地方公共団体が管理する学校、運動場、墓地その他の施設で主務省令で定める
もの

⑤ 土地改良法（昭和24年法律第195号）第2条第2項に規定する土地改良事業、同法第15条第2
　　項に規定する事業又は土地改良事業に準ずる事業に係る工事
⑥ 火薬類取締法（昭和25年法律第149号）第3条若しくは第10条第1項の許可を受け、若しく同条
　　第2項の規定による届出をした者が行う火薬類の製造施設の設置に係る工事、同法第12条第1
　　項の規定による許可を受け、若しくは同条第2項の規定による届出をした者が行う当該許可若し
　　くは届出に係る工事又は同法第27条第1項の規定による許可を受けた者が行う当該許可に係る

工事
⑦ 家畜伝染病予防法（昭和26年法律第166号）第21条第1項若しくは第4項（同法第46条第1項の

規定により読み替えて適用する場合を含む。）の規定による家畜の死体の埋却に係る工事又は
同法第23条第1項若しくは第3項（同法第46条第1項の規定により読み替えて適用する場合を含
む。）の規定による家畜伝染病の病原体により汚染し、若しくは汚染したおそれがある物品の埋
却に係る工事

⑧ 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137号）第7条第6項若しくは第14条第6
項の許可を受けた者若しくは市町村の委託（非常災害時における市町村から委託を受けた者
による委託を含む。）を受けて一般廃棄物の処分を業として行う者が行う当該許可若しくは委託
に係る工事又は同法第8条第1項、第9条第1項、第15条第1項若しくは第15条の2の6第1項の
許可を受けた者が行う当該許可に係る工事

⑨ 土壌汚染対策法（平成14年法律第53号）第16条第1項の規定による届出をした者が行う当該届
出に係る工事又は同法第22条第1項若しくは第23条第1項の許可を受けた者が行う当該許可に
係る工事

⑩ 平成23年3月11日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う原子力発電所の事故により放出さ
れた放射性物質による環境の汚染への対処に関する特別措置法（平成23年法律第110号）
第15条若しくは第19条の規定による廃棄物の保管若しくは処分、第17条第2項（同法第18条第
5項において準用する場合を含む。）の規定による廃棄物の保管、同法第30条第1項若しくは第
38条第1項の規定による除去土壌の保管若しくは処分又は同法第31条第1項若しくは第39条第
1項の規定による除去土壌等の保管に係る工事

⑪ 森林の施業を実施するために必要な作業路網の整備に関する工事
⑫ 国若しくは地方公共団体又は次に掲げる法人が非常災害のために必要な応急措置として行う

工事
イ 地方住宅供給公社
ロ 土地開発公社
ハ 日本下水道事業団
ニ 独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構
ホ 独立行政法人水資源機構
ヘ 独立行政法人都市再生機構

⑬ 宅地造成又は特定盛土等（令第3条第5号の盛土又は切土に限る。）に関する工事のうち、高さ
が2メートル以下であつて、盛土又は切土をする前後の地盤面の標高の差が30センチメートル
（都道府県が規則で別に定める場合にあつては、その値）を超えない盛土又は切土をするもの

⑭ 次に掲げる土石の堆積に関する工事
イ 令第4条第1号の土石の堆積であつて、土石の堆積を行う土地の面積が300平方メートルを超

えないもの
ロ 令第4条第2号の土石の堆積であつて、土石の堆積を行う土地の地盤面の標高と堆積した土

石の表面の標高との差が30センチメートル（都道府県が規則で別に定める場合にあつては、
その値）を超えないもの

ハ 工事の施行に付随して行われる土石の堆積であつて、当該工事に使用する土石又は当該工
事で発生した土石を当該工事の現場又はその付近に堆積するもの

（３）公共施設用地（盛土規制法の適用除外）

盛土規制法第2条第1号の規定による「公共施設用地」は、次のとおりである。なお、同法同条第1号
から4号のとおり「公共施設用地」における盛土等は盛土規制法に基づく宅地造成、特定盛土又は土
石の堆積の対象に含まれない。
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２．都道府県・市町村の定める土砂条例

問合せ先　国土交通省不動産･建設経済局建設業課 　０３－５２５３－８３８０（直通）

＜宅地造成及び特定盛土等規制法施行規則(主務省令)（昭和37年建設省第3号）＞

第1条第1項　宅地造成及び特定盛土等規制法施行令（昭和37年政令第16号）第2条の主務省令
（昭和37年建設省第3号）で定める、砂防設備、地すべり防止施設、海岸保全施設、津波防護施
設、港湾施設、漁港施設、飛行場、航空保安施設、鉄道、軌道、索道又は無軌条電車の用に供
する施設その他これらに準ずる施設は、雨水貯留浸透施設、農業用ため池及び防衛施設周辺の
生活環境の整備等に関する法律（昭和49年法律第101号）第2条第2項に規定する防衛施設をいう

土砂条例において国又は地方公共団体等の事業等や非常災害のために必要な応急措置
　　として行う盛土等の工事を当該条例の許可等を要しないものと規定している場合がある。条例
　　やその規則によって対象事業等が異なるため、該当する条例を参照若しくは所管する地方公
　　共団体へお問合せください。

（３）土砂条例の許可等を要しない他法令許可等

土砂条例において採石法や砂利採取法の認可等を受けている場合に当該条例の許可等を
　　要しないものと規定している場合がある。条例やその規則によって対象法令等が異なるため、
　　該当する条例を参照若しくは所管する地方公共団体へお問合せください。

第1条第2項　施行令第2条の主務省令で定める国又は地方公共団体が管理する施設は、学校、
運動場、緑地、広場、墓地、廃棄物処理施設、水道、下水道、営農飲雑用水施設、水産飲雑用水
施設、農業集落排水施設、漁業集落排水施設、林地荒廃防止施設及び急傾斜地崩壊防止施設
をいう

（１）土砂条例による許可等

地方公共団体によっては土砂条例を制定し一定規模以上の行為について許可等を求めて
　　いる場合がある。許可等を要する規模等については条例によって異なるため、該当する条例を
　　参照若しくは所管する地方公共団体へお問合せください。

（２）土砂条例の許可等を要しない事業等
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Ⅲ　土壌汚染対策法等の手続確認

 １．概要

 ２．手続確認事項

２-1．土壌汚染対策法の手続確認事項

（１） 土壌汚染対策法（以下「法」という。）の届出の要否
以下①～③の対応要否をご確認ください。④は２-１（３）に該当した場合に届出の要否をご確認ください。
なお、２-１（２）の命令が有りの場合、調査結果の報告書の届出も併せてご確認ください。

①法第３条関係
ア. 有害物質使用特定施設の使用を廃止したとき、土壌汚染状況調査を実施し、その結果を報告する必
要があります（法第３条第１項）。
イ. 操業を続けることを理由に一時的に２-１（１）①アの調査を免除された土地で、900ｍ２以上の土地の形
質の変更を行う際には届出が必要になります（法第３条第７項）。

②法第４条関係
ア. 3,000ｍ２以上の土地の形質の変更又は現に有害物質使用特定施設が設置されている土地等では
900ｍ２以上の土地の形質の変更を行う際には届出が必要になります（法第４条第１項）。
イ. 土地の所有者等の全員の同意を得て、２-１（１）②アの届出前に調査を行い、２-１（１）②アの届出に併
せて当該調査結果を提出することができます（法第４条第２項）。

③法第14条関係
自主調査において土壌汚染が判明した場合に土地の所有者等が都道府県知事等に区域の指定を申請
できます（法第14条第１項）。

④法第16条関係
法に基づき区域指定された土地の汚染土壌を区域外へ搬出する際には原則届出が必要になります（法
第16条第１項）。

（２） 法に基づく土壌汚染状況調査命令の有無
以下①～③の命令の有無をご確認ください。

①法第３条関係
２-１（１）①イの届出後に、都道府県知事等からの命令を受けて、土地の所有者等が土壌汚染状況調査を
実施し、その結果を報告する必要があります（法第３条第８項）。

②法第４条関係
２-１（１）②アの届出後に、土壌汚染のおそれがあると都道府県知事等が認めて、 都道府県知事等からの
命令を受けた場合は、土地の所有者等が土壌汚染状況調査を実施し、その結果を報告する必要がありま
す（法第４条第３項）。

③法第５条関係
土壌汚染により健康被害が生ずるおそれがあると都道府県知事等が認めて、 都道府県知事等からの命
令を受けた場合は、土地の所有者等が土壌汚染状況調査を実施し、その結果を報告する必要があります
（法第５条第１項）。

以下（１）～（３）についてご確認ください。ご不明な点は所管の都道府県等へお問合せください。

令和５年５月訂正版

確認結果票作成に当たっての解説

（土壌汚染対策法等の手続確認編）

　元請建設工事事業者等は建設発生土の搬出先の確認等において、省令第８条第３項１号及び第３号に基
づき、発注者等が行った手続（土壌汚染対策法や条例の届出の要否等）を確認する必要があります。その
他、調査命令や区域指定の有無等、建設発生土の搬出先の確認等を達成するために必要な情報について
も、確認フローに沿って確認し、結果を確認結果票に記載し現場掲示ください。また、確認フローは確認結果
票とともに記録・保存ください。

令和５年３月
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２-２．都道府県等の土壌汚染に関する条例の手続確認事項

 ３．注意事項

 ４．補足説明

（３） 法に基づく区域指定の有無
２-１（１）（２）の届出による調査結果から、土壌の特定有害物質（法施行令第１条）の汚染状態が指定基準
（法施行規則別表第４及び第５）を超過した場合、要措置区域又は形質変更時要届出区域に指定されま
す（法第６条第１項、法第11条第１項）。

都道府県等のなかには、法以外で土壌汚染に関する条例により、２-１（１）～（３）の独自の届出要件及び
区域指定制度を設けている都道府県等もありますので、併せてご確認ください。
ご不明な点は所管の都道府県等へお問合せください。

・建設工事の工区等により、手続確認結果が異なる場合には、確認結果票に工区別等で記載ください。
加えて、工区別等で記載する場合には、工区等を示した図面等も併せて保存ください。

・法・条例等の対象外の土地で汚染された土壌が見つかった場合において、当該土壌を運搬及び処理す
る際には、汚染の拡散防止の観点から、法に準じて、適切に取り扱うことが望ましいと言えます。

（１） 有害物質使用特定施設
水質汚濁防止法第２条第２項に規定する特定施設であって、特定有害物質をその施設において製造し、
使用し、又は処理するものを言います。

（２） 土地の形質の変更
「土地の形状を変更する行為全般」をいい、いわゆる掘削（切土）と盛土（土壌を仮置きする場合を含む）
の別を問いません。ただし、土地の形質の変更の内容が盛土のみである場合や４（３）、４（４）に該当する
行為の場合は、届出が不要になります。
【対象例】地盤改良、掘削、盛土、杭・鋼矢板の打設

（３） ２-１（１）①イの適用除外となる行為（法第３条第７項）
①土壌を区域外へ搬出すること ②土壌の飛散又は流出を伴う形質変更でないこと ③形質変更の深さが
50cm以上であること、のいずれにも該当しない行為になります（なお、900m2未満の土地の形質変更を行う
場合も適用対象外になります。）。

（４） ２-１（１）②アの適用除外となる行為（法第４条第１項）
①土壌を区域外へ搬出すること ②土壌の飛散又は流出を伴う形質変更でないこと ③形質変更の深さが
50cm以上であること、のいずれにも該当しない行為になります。（なお、通常の農業、林業の作業路網の
整備で区域外に土壌を搬出しない行為、非常災害のために必要な応急措置、鉱山関係の土地も適用対
象外になります。）

（５） 区域指定
要措置区域又は形質変更時要届出区域のことを指します。
■要措置区域

汚染の摂取経路があり、健康被害が生ずるおそれがあるため、汚染の除去等の措置が必要な区域
■形質変更時要届出区域

汚染の摂取経路がなく、健康被害が生ずるおそれがないため、汚染の除去等の措置が不要な区域（要
措置区域において摂取経路の遮断が行われた区域を含みます。）
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 ５．手続の確認フロー

問合せ先　環境省水・大気環境局水環境課土壌環境室

０３－５５２１－８３２２

　各手続確認事項と「２.手続確認事項」との対応箇所を以下のとおり記載しておりますので参考としてく
ださい。
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再生資源利用促進計画の作成に伴う確認結果票

●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●工事

元請建設工事事業者等 （株）○○○○○○○○○○

作成・更新年月日 2023/5/30 工事責任者 ○○　○○

土砂の搬出に係わる土壌汚染対策法等の手続確認結果
結果
区分

②

①

建設発生土の搬出先確認結果
Ｎｏ 確認結果 詳細

1 規制未指定
［公共施設用地等］分類：道路
管理機関名：国土交通省●●河川国道事務所

2 規制未指定
［他法令許可等］採石法第３３条の採取計画認
可
登録番号●●県第0000000号

3 公共施設用地等
分類：道路
管理機関名：国土交通省●●河川国道事務所

4 公共施設用地等
分類：河川
管理機関名：●●県●●●●●事務所

5 盛土許可等
盛土規制法第１２条許可
許可番号　●●県第000000号

6 盛土許可等
盛土規制法第２１条届出
令和●年●月●日届出（●●県）
国交省登録ストックヤード第0000000-000000号

7 盛土許可等
●●県●●●●●●●●に関する条例許可
許可番号0000000
国交省登録ストックヤード第0000000-000000号

8 他法令許可等
採石法第３３条の採取計画認可
登録番号●●県第0000000号

9 許可不要工事等
分類：工事付随堆積
元請業者：●●●●建設（株）

10 別途理由
盛土規制法（宅造区域）：許可対象規模未満
土砂条例：許可等対象規模未満
土地所有者：同意確認済

11 別途理由
盛土規制法（特盛区域）：届出対象規模未満
土砂条例：該当なし
土地所有者：同意確認済

12 規制区域外
盛土規制法：宅造区域及び特盛区域外
土砂条例：該当なし
土地所有者：同意確認済

●●●●●●●●ビル新築工事

■■■■■■■■■■

■■■■■■■■■■

■■■■■■■■■■

●●●●●採石場跡地

注）　結果区分が①の場合には、建設発生土ではなく汚染土としての取扱いとなる

搬出先名称

●●●●●●道路改良工事

■■■■■■■■■■

●●●●●●道路改良工事

●●県●●●●仮置場

●●●●●土砂処分場

●●●●ストックヤード

●●●●土質改良プラント

▲▲工区
手続確認済（区域指定地域に該当し、所管の都道府県等へ汚染土壌の区域外搬出に関する確認

済）

工事名

工区等 確認結果

工事区域 手続確認済（搬出可能）
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（備　考）

【補足事項】

・フローのうち該当する箇所（Yes又はNo）を赤色に着色ください。

・本フローは確認結果票とともに記録・保存してください。

土壌汚染対策法等手続の確認フロー（●●工区）

これまでに土壌汚染対策法等に関する手続が行われているか
（土壌汚染対策法第３条・第４条・第５条・第14条関係及び都道府県等の土壌汚染に関する条例）

Yes No

手続の結果、土壌汚染対策法に基づき既に区域指定されている
（区域指定の手続中を含む）

本工事に関して、
（１）一定規模（原則3,000m2、（２）を除く工場等における土地では900m2)以上
の土地の形質の変更を行う予定
又は
（２）工場等で土壌汚染の調査が猶予されている土地における900m2以上の土
地の形質の変更を行う予定はあるか

Yes No
Yes No

都道府県等の土壌汚染に関する条例に
基づき既に区域指定されている（区域指
定の手続中を含む）

都道府県等の土壌汚染に関する条例で
規定される規模以上の土地の形質の変
更を行う予定はあるか

No
Yes

本工事に関して、都道府県等へ土壌汚染対策法又
は都道府県等の土壌汚染に関する条例に基づき、汚
染土壌の区域外への搬出に関する届出を行っている
か（汚染土壌の区域外への搬出が無い場合は、その
旨を確認したか）

Yes No
未届の場合、届出が必要（必要に応じて
所管の都道府県等へ問合せをすること）

Yes No
届出の結果、土壌調査が必要と判断され
たか

No

届出が必要（必要に応
じて所管の都道府県等
へ問合せをすること）

Yes

No 土壌調査を実施した結果、土壌汚染対策
法又は都道府県等の土壌汚染に関する
条例に基づく基準に適合していたか

Yes

・詳細は「確認結果票作成に当たっての解説（土壌汚染対策法等の手続確認編）」を参照ください。

令和5年5月版

①届出済
(搬出無し確認済)

②搬出可能

結果
区分 確認結果

① 手続確認済
（区域指定地域に該当し、所管の都道府県等へ汚染土壌の区域外搬出に関する確認済）

（土壌汚染対策法第６条第１項、第11条第１項） （（１）土壌汚染対策法第４条第１項、（２）同法第３条第７項）
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（備　考）

【補足事項】

・フローのうち該当する箇所（Yes又はNo）を赤色に着色ください。

・本フローは確認結果票とともに記録・保存してください。

土壌汚染対策法等手続の確認フロー（●●工区）

これまでに土壌汚染対策法等に関する手続が行われているか
（土壌汚染対策法第３条・第４条・第５条・第14条関係及び都道府県等の土壌汚染に関する条例）

Yes No

手続の結果、土壌汚染対策法に基づき既に区域指定されている
（区域指定の手続中を含む）

本工事に関して、
（１）一定規模（原則3,000m2、（２）を除く工場等における土地では900m2)以上
の土地の形質の変更を行う予定
又は
（２）工場等で土壌汚染の調査が猶予されている土地における900m2以上の土
地の形質の変更を行う予定はあるか

Yes No
Yes No

都道府県等の土壌汚染に関する条例に
基づき既に区域指定されている（区域指
定の手続中を含む）

都道府県等の土壌汚染に関する条例で
規定される規模以上の土地の形質の変
更を行う予定はあるか

No
Yes

本工事に関して、都道府県等へ土壌汚染対策法又
は都道府県等の土壌汚染に関する条例に基づき、汚
染土壌の区域外への搬出に関する届出を行っている
か（汚染土壌の区域外への搬出が無い場合は、その
旨を確認したか）

Yes No
未届の場合、届出が必要（必要に応じて
所管の都道府県等へ問合せをすること）

Yes No
届出の結果、土壌調査が必要と判断され
たか

No

届出が必要（必要に応
じて所管の都道府県等
へ問合せをすること）

Yes

No 土壌調査を実施した結果、土壌汚染対策
法又は都道府県等の土壌汚染に関する
条例に基づく基準に適合していたか

Yes

・詳細は「確認結果票作成に当たっての解説（土壌汚染対策法等の手続確認編）」を参照ください。

令和5年5月版

①届出済
(搬出無し確認済)

②搬出可能

結果
区分 確認結果

② 手続確認済（搬出可能）

（土壌汚染対策法第６条第１項、第11条第１項） （（１）土壌汚染対策法第４条第１項、（２）同法第３条第７項）
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事 務 連 絡 

令和５年３月 31 日 

 

部内出先機関の長 殿 

 

 建設技術企画課長  

 

 

建設工事における自然由来重金属等含有岩石・土壌への対応マニュアル 

（2023年版）の送付について 

 

 

 このことについて、国土交通省より別添のとおり送付がありましたので、参

考送付いたします。 

 なお、マニュアルは国土交通省リサイクルホームページよりダウンロード願

います。 

 

掲載 URL 

(https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/region/recycle/d03project/index_0305manual.htm) 

 

 

 

（事務担当 技術指導係） 
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事   務   連   絡 

令和 ５年 ３月３０日 

 

 

北陸地方建設副産物対策連絡協議会 

担当者各位 

 

 

北陸地方建設副産物対策連絡協議会事務局長 

北陸地方整備局 企画部 技術管理課長 

 

 

建設工事における自然由来重金属等含有岩石・土壌への対応マニュアル 

（2023 年版）の送付について 

 

 

建設工事における自然由来重金属等含有岩石・土壌への対応については、「建設工事に

おける自然由来重金属等含有岩石・土壌への対応マニュアル（暫定版）」（平成 22 年 3 月

26 日付け事務連絡）を参考に実施されているところです。 
マニュアル発出後 10 年以上が経過し、その間に多くの対応事例や最新の知見が蓄積さ

れてきたことなどを踏まえ、「建設工事における自然由来重金属等含有岩石・土壌への対

応マニュアル改訂委員会」において、「建設工事における自然由来重金属等含有岩石・土

壌への対応マニュアル（2023 年版）」（以下、「改訂マニュアル」という。）がとりまとめ

られましたので送付致します。 
なお、改訂マニュアルは国土交通省リサイクルホームページにおいても掲載しておりま

すので、併せてお知らせいたします。 
(掲載 URL：https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/region/recycle/d03project/index_0305manual.htm) 
 

また、本内容につきまして、協議会構成員ではない市区町村には各県から周知、各県建

設業協会から協会構成企業に周知をお願いいたします。 
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